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第６章 廃棄物・リサイクル関連法 

 

１．廃棄物・リサイクル関連法の体系図                                       

 （H6.8 完全施行） 環境基本計画 自然循環/物質循環 環境基本法 
 （H13.1 完全施行） 循環型社会形成推進基本計画：国の他の計画の基本 社会の物質循環の確保/天然資源の消費の抑制/環境負荷の低減 ○基本原則 ○国、地方公共団体、事業者、国民の責務 ○国の施策 循環型社会形成推進基本法（基本的枠組み法） 

廃棄物の適正処理  （H15.12 改正施行） ①廃棄物の発生抑制 ②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む） ③廃棄物処理施設の設置規制 ④廃棄物処理業者に対する規制 ⑤廃棄物処理基準の設定  等 
廃棄物処理法  （H13.4 全面改正施行） ①再生資源のリサイクル ②リサイクル容易な構造・材質等の工夫 ③分別回収のための表示 ④副産物の有効利用の促進 

資源有効利用促進法 リサイクルの推進 

 （H12.4 完全施行） ・市町村による分別収集 ・容器の製造、容器包装の利用業者による再商品化       ビン/ペットボトル/紙製・プラスチック製容器包装等 

容器包装 リサイクル法  （H13.4 完全施行） ・廃家電を小売業者消費者より引取 ・製造業者等による再商品化       冷 蔵 庫 ・ 冷 凍 庫 /  エアコン/テレビ/ 洗濯機 

家電リサイクル法  （H13.5 完全施行） 食品の製造・加工・販売業者が食品廃棄物等の再生利用等       食品残さ 
 （H14.5 完全施行） 工事の受注者が ・建築物の分別解体 ・建設廃材等の再資源化 等      木材/コンクリート/アスファルト 

食品リサイクル法 建設リサイクル法  （H17.1 完全施行） ・関係業者が使用済み自動車の引取、フロンの回収、解体、破砕 ・製造業者等がエアバッグ、シュレッダーダストの再資源化、フロンの破壊    自動車 

自動車リサイクル法 

グリーン購入法（国等が率先して再生品などの調達を推進） 
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２．廃棄物・リサイクル関連法の概要  ( 1 ) 循環型社会形成推進基本法                                        

循環型社会の形成 循環型社会：①廃棄物等の発生抑制       ②循環資源の適正な循環的利用（再使用、再生利用、熱回収）の促進       ③適正な処分の確保により        天然資源の消費を抑制し、環境への負荷が低減される社会 
有価・無価を問わず、廃棄物等のうち有用なものを「循環資源」と定義  ■循環型社会の形成に関する行動が、自主的・積極的に行われることにより、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の実現を推進 ■①発生抑制（リデュース）②再使用（リユース）③再生利用（リサイクル）④熱回収（サーマルリサイクル） ⑤適正処理 の優先順位により対策を推進 ■自然界における物質の適正な循環の確保に関する施策等と有機的な連携 

基本原則 
責務 国  ○基本的・総合的な施策の策定・実施  地方公共団体  ○循環資源の適正な循環的利用及び処分のための措置の実施 ○自然的社会的条件に応じた施策の策定・実施   

事業者  ○循環資源を自らの責任で適正に処分（排出者責任） ○製品、容器等の設計の工夫、引取り、適正 な 循 環 的 利 用 等（拡大生産者責任）  
国民  ○製品の長期使用 ○再生品の使用 ○分別回収への協力  

 ■循環型社会の形成に関する基本方針、総合的・計画的に講ずべき施策等を定める   ・原案は、中央環境審議会が意見を述べる指針に即して、環境大臣が策定   ・計画の策定に当たっては、中央環境審議会の意見を聴取   ・政府一丸となって取り組むため、関係大臣と協議し、閣議決定により策定   ・計画の閣議決定があったときは、これを国会に報告   ・計画の策定期限、5年ごとの見直しを明記   ・国の他の計画は、この基本計画を基本とする 
循環型社会形成推進基本計画 

 ○発生抑制のための措置         ○環境保全上の支障の除去等の措置 ○調査の実施 ○適正な循環的利用・処分のための措置  ○発生抑制等に係る経済的措置   ○教育及び学習の振興 ○再生品の使用の促進          ○地方公共団体の施策       ○科学技術の振興 ○製品、容器等に関する事前評価の促進等 ○公共的施設の整備        ○国際協調のための措置 ○環境保全上の支障の防止        ○民間団体等の自発的な活動の促進  
循環型社会の形成に関する基本的施策 
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( 2 ) 廃棄物処理法  目的 ① 廃棄物の発生抑制 ②廃棄物の適正な処理（収集、運搬、保管、処分、再生等） ③生活環境の清潔保持により、生活環境の保全と公衆衛生の向上を図る 廃棄物 汚物又は不要物であって固形状又は液状のもの（放射性物質等を除く。） 廃棄物の種類 一般廃棄物 産業廃棄物以外の廃棄物 （家庭から排出されるごみ等） 産業廃棄物 事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、    燃え殻、汚泥、廃油、廃プラスチック類等 国民の責務  
国の役割     
廃棄物処理に係る主な規制（市町村及び都道府県の役割） 

                         

  
・基本方針の策定         ・施設基準の設定 ・廃棄物処理施設整備計画の策定  ・委託基準の設定 ・処理基準の設定         ・技術開発/情報収集等 国 

市町村長 
市町村  ・区域内の一般廃棄物の処理に関する計画（一般廃棄物処理計画）の策定 ・市町村は、一般廃棄物処理計画に従って、その区域における一般廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに処理しなければならない ・市町村は一般廃棄物処理基準に従い一般廃棄物の処理を行う 

処理責任 
一般廃棄物処理事業者  ・区域ごとに許可を受けなければならない ・一般廃棄物処理基準遵守 ・再委託の禁止 ・名義貸しの禁止 等 許可 報告徴収 立入検査 改善命令 措置命令等 都道府県知事 

一般廃棄物        処理施設設置者  ・設置、譲渡等の許可を受けなければならない 許可 報告徴収 立入検査 改善命令 措置命令等 

都道府県知事 （県廃棄物対策課）、保健所設置市長（奈良市産業廃棄物対策課） 

排出事業者  ・産業廃棄物を自ら処理しなければならない ・運搬されるまでの間の保管基準の遵守 ・産業廃棄物処理基準の遵守 ・委託に係る責任 ・委託基準の遵守 ・処理計画/実施状況報告作成等 
処理責任 

報告徴収 立入検査 改善命令 措置命令等 産業廃棄物処理事業者  ・区域ごとに許可を受けなければならない ・産業廃棄物処理基準遵守 ・再委託の禁止 ・名義貸しの禁止 等 許可 報告徴収 立入検査 改善命令 措置命令等 産業廃棄物        処理施設設置者  ・設置、譲渡等の許可を受けなければならない 許可 報告徴収 立入検査 改善命令 措置命令等 その他：野焼きの禁止、海洋投入禁止等 

廃棄物の発生を抑制し、再生利用を図り、廃棄物を分別して排出し、その生じた廃棄物を自ら処理すること等により、廃棄物の減量その他その適正な処理に関し、国及び地方公共団体の施策に協力しなければならない。 
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( 3 ) 資源の有効な利用の促進等に関する法律（資源有効利用促進法）      本法では、合計 10 業種 69 品目を対象に各事業者に 3R すべてを取組として求めることができ、産業廃棄物対策や製品の設計から、回収・リサイクルまでカバーしています。                                        

 ・使用済物品及び副産物の発生抑制のための原材料の使用の合理化 ・再生資源/再生部品の利用 ・使用済の物品、副産物の再生資源/再生部品としての利用の促進 
 ・資金の確保等の措置 ・物品調達における再生資源の利用等の促進 ・科学技術の振興 ・国民の理解を深める努力等 

 主務大臣（事業所管大臣等）は、資源の使用の合理化、再生資源・再生部品の利用の総合的推進を図るための方針を策定・公表 基本方針 
国 事 業 者  ・製品の長期間使用 ・再生資源を用いた製品の利用分別回収への協力など再生資源の利用等の促進 ・国、地方公共団体及び事業者の実施する措置への協力等 

消 費 者 

副産物の発生抑制・再生資源の利用を促進する措置 
主務大臣による事業者の判断基準の策定（指定業種ごと）   発生抑制・再生資源の利用に関する中長期計画の提出   指導・助言   勧告   公表   命令 

特定省資源業種の政令指定  鉄鋼業 パルプ/紙製造業 化学工業 非鉄金属製造業 自動車製造業等 
特定再利用業種の政令指定  紙製造業 ｶﾞﾗｽ容器製造業 建設業 複写機製造業等  

特定省資源化製品の政令指定  自動車 家電、パソコン 大型家具 ガス・石油機器 パチンコ台等 
特定再利用促進製品の政令指定  家電、パソコン 複写機、自動車 小型二次電池使用機器、 浴室ユニット等 

特定表示製品の政令指定  缶、ペットボトル 小型二次電池 塩ビ製建設資材 紙製容器包装 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ容器包装 
特定再資源化製品の政令指定  パソコン 二次電池  特定副産物の政令指定  電気業の石灰灰 建設業の土砂 建設業のｱｽﾌｧﾙﾄ 建設業のｺﾝｸﾘｰﾄ 建設業の木材等 再生資源の原材料としての利用を促進する措置  再生部品の利用を促進する措置 主務大臣による事業者の判断基準の策定（指定業種ごと）         指導・助言   勧告 （一定規模以上）  公表   命令 

製品の省資源化、長寿命化を促進する措置 
主務大臣による事業者の判断基準の策定（指定業種ごと）         指導・助言   勧告 （一定規模以上）  公表   命令 

原材料としての利用を促進すべき製品に関する措置  再生部品の利用を促進すべき製品に関する措置 主務大臣による事業者の判断基準の策定（指定業種ごと）         指導・助言   勧告 （一定規模以上）  審議会の意見 公表  命令 

分別回収のための表示に関する措置 
主務大臣による事業者の判断基準の策定（指定業種ごと）         指導・助言   勧告 （小規模除く）  公表   命令 

使用済み製品の回収・再資源化を促進する措置 
主 務 大臣 に よる 事 業者 の 判断 基 準の 策 定（ 指 定業 種 ごと）      指導・助言  勧告 （規模以上）  公表   命令 

回 収 ・再 生 資源 化 の認定  廃 掃 法に お ける配慮  公 正 取引 委 員会 と の調整    要 件 に不 適 合と な った場合    認定 取消 

主務大臣による事業者の判断基準の策定（指定業種ごと）         指導・助言   勧告 （一定規模以上）  審議会の意見 公表  命令 

副産物の利用を促進する措置 

県 市町村 
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( 4 ) 容器包装リサイクル法（平成 12 年 4 月完全施行）      本法は、家庭ごみに占める割合が容積比で約６割（全国）に達する容器包装廃棄物を対象に、資源として有効利用を進め、廃棄物の減量を目的として平成 7 年に制定されました。また、市町村のみが全面的に容器包装廃棄物（一般廃棄物）の処理責任を担うという考えを改め、消費者は分別排出、市町村は分別収集、事業者は再商品化という新たな役割分担を示したものです。なお、平成 18 年 6 月の法改正により、容器包装廃棄物の排出抑制及び再商品化の合理化を促進するため、容器包装利用事業者に対し排出抑制を促進するために必要な指導、助言、勧告等の措置、また質の高い分別収集により、再商品化の合理化に寄与した市町村に対して事業者が資金を拠出する仕組みを創設する等所要の措置が講じられました。                                   

     分別排出 
消 費 者  再商品化 ①指定法人ルート ②自主回収ルート ③再商品化の認定（独自ルート） 

容器製造事業者 容器包装利用事業者 

     分別収集 
市 町 村 

指定法人 （日本容器包装リサイクル協会） 
リサイクル費用の支払い 

リサイクル費用の支払い 登録 （入札） 

商品の提供 
容器包装の 分別収集 

引取契約 
容器包装の引き渡し リサイクル事業者 （再商品化） 再商品化製品 利用事業者 

（対象品目） ・ガラスビン ・ペットボトル ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装 ・紙製容器包装 ・スチール缶 ・アルミ缶 ・紙パック ・ダンボール 

基本方針作成 再商品化計画 指定法人の指定等 都道府県分別促進計画作成等 国（環境省） 都道府県（県廃棄物対策課） 技術的支援 市町村分別収集計画作成等 

※市町村により分別収集される品目は異なります。 
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( 5 ) 家電リサイクル法（平成 13 年 4 月完全施行）      家電リサイクル法では、家庭用エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫及び洗濯機の家電４品目について、小売業者による引取義務、及び製造業者等（製造業者、輸入業者）による再商品化（リサイクル）義務が課され、消費者（排出者）は、家電４品目を廃棄する際、収集運搬料金とリサイクル料金を負担しなければなりません。                                      

     適正な引き渡し 収集/再商品化等に関する費用の支払い 
消 費 者 

 引取義務  ①自らが過去に小売りした対象機器 ②買換えの際に引取を求められた対象機器     引渡義務  小売業者 市町村等 
指定取引場所※ (A)誠運輸(株)    北葛城郡河合町穴闇 49-1 TEL: 0745-58-3277   佐川急便(株)御所市店    御所市城山台 166-24   TEL: 0745-66-2011 (B)センコー(株)奈良支店 奈良PDセンター    大和郡山市横田町 141-1  TEL: 0743-56-2329   日本通運(株)奈良支店橿原倉庫    橿原市忌部町 181 TEL: 0744-22-2711 

郵便局での手続き ①払込書・家電リサイクル券の記入 ②リサイクル料金の払い込み ③郵便振替払込受付証明書の貼付 

 引取義務/再商品化等実施義務  ①義務者不存在等 ②中小業者の委託   自らが過去に製造・輸入した対象機器     製造業者 輸入業者 指定法人 市町村等 

管理票 （マニフェスト） 制度による確実な運搬の確保 

実施状況の監視 

排 出 
収 集 ・ 運 搬 

再商品化等 

リサイクル料金 エアコン：3,675～15,750円 テレビ：2,835～3,795円 冷蔵庫・冷凍庫：4,830～5,869円 洗濯機：2,520～3,444円 （平成 18年 4月） 

※メーカーにより A,B グループに分けられています。 

・冷凍庫 
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( 6 ) 建設リサイクル法（平成 14 年 5 月完全施行）      建設リサイクル法は、特定建設資材（コンクリート、アスファルト、木材など）を用いた建築物やその他の工作物の解体工事、その施工に特定建設資材を使用する新築工事や土木工事で、一定規模以上場合は、その受注者等に対し、分別解体等及び再資源化等を行うことを義務づけたものです。                                       
※対象建設工事 1. 建築物の解体工事では床面積の合計８０m2以上 2. 建築物の新築/増築の工事では床面積の合計 500m2以上 3. 建築物の修繕等の工事では請負代金の額 1億円以上 4. 建築物以外の工作物の工事（宅地造成・擁壁工事などの土木工事）では請負代金の額 500万円以上 （対象となる建設資材廃棄物） ・コンクリート → 路盤材、骨材等 ・コンクリート及び鉄からなる建設資材 ・木材 → 木質ボード等 ・アスファルト・コンクリート → 再生アスファルト、路盤材等  （再資源化が困難な場合は焼却による縮減） 

  分別解体等の 計画作成 ③ 事前届出 ④ 変更命令 

         
受注者 

① 説明  対象建設工事の元請業者は、発注者に対し、建築物の構造、工事着手時期、分別解体等の計画等について書面を交付して説明しなければなりません。  
② 契約  契約書面には、下記の事項を明記して下さい。 1.分別解体等の方法 2.解体工事に要する費用 3.再資源化等をするための施設の名称及び所在地 4.再資源化等に要する費用 

下請業者 
⑤ 告知  受注者は、下請契約業者に対し、対象建設工事の届出事項を告知した上で、契約を結ばなければなりません。 

発注者 

元請業者 ⑥ 契約  契約書面には、②の契約と同じ事項を明記してください。  

奈良県：各土木事務所    （奈良：0742-23-8011）    （郡山：0743-52-1101）    （高田：0745-52-6144）    （桜井：0744-42-9191）    （宇陀：0745-83-0431）    （吉野：07463-2-4051）    （五條：07472-3-1151） 奈良市：都市整備部建築指導課 （0742-34-1111） 橿原市：都市整備部建築指導課 （0744-22-4001） 生駒市：都市整備部建築指導課 （0743-74-1111）  ※（ ）内は電話番号 

都道府県知事/特定行政庁 

⑧ 書面による報告  元請業者は、再資源化等が完了したときは、その旨を発注者へ書面で報告するとともに、再資源化等の実施状況に関する記録を作成し、保存しなければなりません。  ⑦ 基準に適合した施工  ・分別解体等、再資源化等の実施 ・技術管理者による施工の管理 ・現場における標識の掲示  

助言・勧告・命令 報告聴取・立入検査 
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( 7 ) 食品リサイクル法（平成 13 年 5 月完全施行）      食品リサイクル法は、事業者及び消費者は食品廃棄物等の発生抑制等に努め、食品関連事業者は主務大臣が定める再生利用等の基準に従い再生利用等に取り組むものとされ、主務大臣はこの基準に基づき食品関連事業者に対し、指導・助言・勧告及び命令を行うことができることを規定しています。                                       

国 （主務大臣：環境大臣、農林水産大臣等） 

 うち年間排出量 100t以上の者 ※食品廃棄物全体の約 6 割 食品関連事業者（製造、流通、販売、外食等） 

○基本方針の作成 ・数値目標（平成 18 年度までに年間排出量 20%削減） ・再生利用等の方策等  ○事業者の判断基準の策定 ・発生抑制に基準 ・減量の基準 ・再生利用等の基準 等  指導・助言 勧告・命令等 （取組みが不十分） 

再生利用事業者 食品関連事業者 （再生利用事業計画） 
再生利用事業者 食品循環資源 農林漁業者等 特定肥飼料 

有機農産物 
●三者による安定的な取引関係を確立 

食品循環資源 食品関連事業者 ●委託による再生利用を推進 

認定 登録 
（促進のための措置） 

（実効確保措置） 

消費者等 ： 発生の抑制、再生利用製品の使用等 

廃棄物処理法の特例（一般廃棄物の収集運搬業の許可不要） 肥料取締法/飼料安全法の特例（農林水産大臣への届出不要） 
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( 8 ) 自動車リサイクル法（平成 17 年 1 月完全施行）      自動車リサイクル法では、拡大生産者責任の考えに基づき、使用済自動車の処理過程で発生するフロン類、エアバック類及びシュレッダーダストについて、自動車製造業者及び輸入業者に対して引取り及びリサイクルを義務づけています。また、リサイクルに充てる費用は、リサイクル料金として新車販売時（制度施行時の既販車は最初の車検時まで）に自動車の所有者があらかじめ預託することとなります。製造業者等の倒産・解散による減失を防ぐため、リサイクル料金は資金管理法人が管理し、製造業者等はリサイクルにあたりその払い戻しを請求できます。なおリサイクル料金はあらかじめ製造業者等が定めて公表し、不適正な料金設定に対しては国が是正を勧告します。                                   

自動車製造業・輸入業者 
（自ら又は委託によりリサイクルを実施） 

指定再資源化機関 
（(財)自動車リサイクル促進センター） 

資金管理法人 (財)自動車リサイクル促進センター 新車所有者 最終所有者 
引取業者 （自動車販売、整備業者等） 

フロン類回収業者 
解体業者 
破砕業者 

国 （環境省、経済産業省） 認定 リサイクル  料金の預託 
都道府県知事（県廃棄物対策課）、保健所設置市長（奈良市産業廃棄物対策課） 

登録 
登録 
許可 
許可 

引渡・引取義務 
引渡義務 
引渡義務 
引渡義務 （使用済自動車ガラ） 有用部品 /金属市場 

フロン類引渡/引取義務 
エアバック類 引渡/引取義務 フロン類回収料金 
エアバック類 回収料金 

シュレッダー・ダスト類引渡/引取義務 

請求 払渡し 

有用部品 /金属市場 

新車購入時 現在所有している 車は最初の車検時 車検を受けず 廃車する時 
ディーラー 車検業者など 自治体登録の引取業者 支払い 
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( 9 ) グリーン購入法（平成 13 年 4 月完全施行）      グリーン購入法は、循環型社会基本法の趣旨に則り、国及び地方公共団体等の公的部門による環境物品等の調達の推進及び環境物品等に関する情報提供の推進により需要の転換を図り、循環型社会の形成に資することを目的としています。                                       

 環境負荷の低減に資する物品・役務（環境物品等）について ①国等の公的部門における調達の推進 → 環境負荷の少ない持続可能な社会の構築 ②情報提供など 目的 
 

  ・毎年度、調達方針を作成  ・調達方針に基づき調達推進          （努力義務） 
 

県 市町村 

 

  物品購入等に際し、できる限り環境物品等を選択        （一般的責務） 事業者 国民 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 「基本方針」の策定 各機関が調達方針を作成する際の基本的事項 国等の各機関（国会/裁判所/各省等） ①毎年度「調達方針」を作成・公表 ②調達方針に基づき、調達推進 ③調達実績の取りまとめ・公表 環境大臣への通知 環境大臣が各大臣等に必要な要請 
環境調達を理由として、物品調達の総量を増やすこととならないよう配慮 

 製品メーカー等：製造する物品等についての適切な環境情報の提供 環境ラベル等の情報提供団体：科学的見地、国際的整合性を踏まえた情報提供 国（政府）：製品メーカー、環境ラベル団体等が提供する情報を整理・分析して提供       適切な情報提供体制のあり方について引き続き検討 
情報提供 

【コラム⑬：本当にリサイクルをしているということは・・・】  アメリカで行われているリサイクルキャンペーンのキャッチフレーズです！！！ 
If you are not buying recycled, you are not really recycling! （あなたがリサイクル製品を買っていないなら、本当にリサイクルしていることにはならない！） 
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(10) PCB 特別措置法（平成 13 年 7 月完全施行）     PCB特別措置法は、ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物が長期にわたり処分されていない状況に あるため、その処理のために必要な体制を整備することにより、確実かつ適正な処理を推進することを目的としています。                                 
【コラム⑭：カネミ油症】    米ぬか油（ライスオイル）中に、脱臭工程の熱媒体として用いられた PCB（ポリ塩化ビフェニル）等が混入したことが原因で、1968 年（昭和 43 年）に九州を中心に皮膚病を発端に、手足のしびれやいわゆる「黒い赤ちゃん」の確認など深刻な健康被害が相次ぎ、約 1万 3000人が罹患したと言われています。裁判では、カネミ及びＰＣＢを製造した事業者の責任が問われましたが、和解が成立。その後、当該事業者は、同製品と保管中のＰＣＢ合わせて約 5,500tを、自社事業所で焼却処理しました。 

事業者 保管等の届出（紛失の防止） 毎年度、都道府県知事へ保管量等を届け出なければならない PCB 使用製品に係る措置 PCB 使用製品を使用する事業者が確実かつ適正な処理について都道府県へ協力 
期間内の処分 政令で定める期間（2015年を予定）内に処分するか又は処分を委託しなければならない 譲渡し及び譲受けの制限 脱法行為を防止するため、PCB廃棄物の譲渡し及び譲受けを制限 

反映 
協力 

 PCB 処理基本計画の策定 環境大臣は、PCB廃棄物処理基本計画を策定 国 
 PCB 処理計画の策定 都道府県は国の基本計画に即してPCB廃棄物処理計画を策定  保管等の状況の公表 都道府県は毎年度 PCB 廃棄物の保管及び処分の状況を公表  

都道府県 

総合的かつ計画的な施策の実施 
改善命令 環境大臣又は都道府県知事は、期間内の処分義務に違反した場合に期限を定めて処分等を命令  毎年度、都道府県知事へ保管量等を届け出なければならない 確実な 処分 

PCB 廃棄物処理基金 ・独立行政法人環境再生保全機構に基金を設置 ・環境大臣はPCB製造者へ出えんを要請 ・政府、都道府県は基金に充てる資金を補助 

 PCB を製造した者等の責務 国及び地方公共団体が実施する施策に協力しなければならない PCB 製造者等 
基金への出えん等の協力 

日本環境安全事業株式会社による処理事業 
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(11)バーゼル法（平成 5 年 12 月施行）  1980 年代に多発した有害廃棄物の国境を越える移動の問題は、地球的問題のひとつであると認識されるようになりました。このため 1989 年 3 月の国連環境計画を中心に国際的なルール作りが行われ、有害廃棄物の輸出に際しての許可制や事前通告制、また不適正な輸出、処分行為が行われた場合の再輸入の義務を規定したバーゼル条約が採択され、現在 160 カ国以上で批准されています。我が国では、バーゼル条約へ加盟するのに伴い、バーゼル条約等の的確かつ円滑な実施を確保するため、国内実施法として「特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律」（バーゼル条約国内法、通称「バーゼル法」）が制定されました。                              ○相談窓口      ■メタル・スクラップ及びプラスチック・スクラップの輸出入についての問い合わせ （財）日本環境衛生センター バーゼル条約輸出入規制事前相談課  （電話）044－288－4941      ■メタル・スクラップ及びプラスチック・スクラップ以外の貨物の輸出入についての問い合わせ 経済産業省 産業技術環境局 環境指導室  （電話）03-3501-1511 （内線 3551）     ■バーゼル法及び廃棄物処理法に係る問い合わせ先 環境省近畿地方環境事務所  （電話）06-4792-0700 

＜定義 「特定有害廃棄物等」＞ 条約附属Ⅰ・Ⅱ等に掲げる有害特性を有する廃棄物等若しくは家庭系の廃棄物又はこれらに類する有害廃棄物等（廃棄物だけでなく再生資源として利用される各種金属スクラップ等有価物を含むもの。）として条約の規定に基づき締約国が指定したもの。 ＜基本的事項の公表＞ 経済産業大臣及び環境大臣は、必要な基本的事項を定め、公表するものとする。 
 １．特定有害廃棄物等を輸出しようとする者は、外為法に基づく輸出の承認を受ける。 ２．環境大臣は、経済産業大臣から環境汚染を防止するため特に必要があるものについて、その申請の写しの送付を受け、環境保全上支障がない旨の確認を行い、経済産業大臣に通知する。 ３．経済産業大臣は、環境大臣の通知を受けた後でなければ１．の承認をしてはならないものとする。 

＜輸出の承認＞  １．特定有害廃棄物等を輸入使用とする者は、外為法に基づく輸入の承認を受ける。 ２．環境大臣は、必要がある場合には経済産業大臣に対し意見を述べることができる。  
＜輸入の承認＞ 

 特定有害廃棄物等を輸入する場合において、移動書類を携帯して運搬することを義務付けるとともに、輸入された特定有害廃棄物等の処分が完了した場合等において、その旨を輸入相手方、輸出国に通知するものとする。 ＜移動書類＞ 
 １．経済産業大臣及び環境大臣は、必要があると認めるときは、特定有害廃棄物等の輸出したもの等に対し、当該特定有害廃棄物等の回収、処分他の必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 ２．経済産業大臣及び環境大臣は、必要があると認めるときは、特定有害廃棄物等（廃棄物を除く。）を輸入した者等に対し、当該特定有害廃棄物等を適正に処分することその他の必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

＜措置命令＞ 


